
０．はじめに

　日本は、かってないほど教師の質が問われる時代を迎えている。科学技術や社会の急速な変

化にともない児童生徒をめぐる状況や学習内容は激変し、これに即応していくためには教師の

自律性が不可欠である。一人ひとりが内省的実践家であって、不断の努力を重ねることなしに

は、専門性の維持・向上は図り得ない。時代の変化は教師に新たな資質能力を求め、社会全体

も総じて論議中の教員免許更新制についても総論賛成に傾いている。教師の職能成長の可能性

と、一部の指導力不足教員への適切な対処に期待してのことである。

　小論では、教師の専門能力開発をめぐる諸相について考察し、経緯や背景および現況を分析

することによって、問題点を明らかにし、今後の展望や方向性を示したい。第１章では主とし
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て小・中学校教育における教育論争に沿ってその経緯や背景について概観し、教師の専門能力

開発の必要性と最近の動きについて考察する。続いて、第２章では小学校課程における英語の

必修化または教科化の是非と教師の専門能力開発について議論するとともに、年少者の外国語

教育での実績を積んでいるオーストラリアの言語政策の経緯や背景、教師教育からの示唆を探

る。

１．教員養成から教師教育へ

　日本における教育改革は緒についたばかりであるが、教師の教育実践能力、換言すれば「教

師の自律性」が強く求められている状況にある。クラスで児童生徒を教える教師の質の向上、

クラスに優れた教師を送り込むシステムの開発が急務であり、教師のみならず、文部科学省

（以下、文科省）、大学や大学院などの教師養成機関、各自治体の教育委員会に対する圧力が強

まっている。以下、日本の小・中学校教育をめぐる学力論争の変遷を追いながら、その経緯・

背景を論じていくことにする。

１．１．日本の小・中学校教育をめぐる学力論争と教師の専門能力の開発

　２００４年末に公表された経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の義務教育修了段階の１５歳児の総合的学

力を測る国際学習到達度調査（ＰＩＳＡ）１）によると、読解力を中心に日本の生徒たちの学力に

「黄色信号」がともり、懸念されていた日本語力低下が国際的に裏付けられる結果となった。

同試験と同時に実施された生徒へのアンケート調査からは、学習に対する興味・関心が低く、

勉強時間も短いという日本の生徒の実態が浮き彫りになった。また、校長へのアンケート調査

では、教師の指導力不足に原因を求めた回答が加盟国平均を大きく上回ったという。

　学力低下の元凶としてはすでに「ゆとり教育」の弊害が指摘されており、２００３年に「ゆとり

教育」見直し騒動が起こったことは記憶に新しい。しかし、「ゆとり」構想自体の端緒は、第

３次学力論争（１９７５年～）時代２）にまで遡る。１９７７年に「学習指導要領」が改定されている

が、科学技術万能主義に対する懐疑や従来の詰め込み教育に対する反省から、学習内容や授業

時数が削減され、その代わりに導入されたのが「ゆとりの時間」（小学校は１９８０年、中学校は

翌１９８１年施行）であった。

　第４次学力論争（１９９２年～）が始まったのは、バブル経済が弾けた後のいわゆる失われた１０

年（１９９２～２００１年）の幕開けのときで、小学校では１９９２年、中学校では１９９３年から新学習指導

要領が施行されている。ゆとり教育の柱となる「学校週五日制」は、１９９２年９月から月１回、

１９９５年４月から月２回と完全学校週五日制に向けて段階的に増やすかたちで実施されてきた。

この時期には従来の知識偏重型教育に対抗して、関心・意欲・態度を重視する「新しい学力」

観が新たに導入されたため、その是非をめぐって大論争が展開されている。
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　今回の１９９９年公示の「学習指導要領」の趣旨は「ゆとり」のなかで自ら学び、考える力を育

て、“生きる力”を豊かにする、すなわち「ゆとり」を生み出し、質の高い学習を保障し、生

きる力を育成することをめざすものであった。しかし、大学生の学力低下問題に端を発し、と

くに小・中学校の義務教育の在り方をめぐって、第５次学力論争（１９９９年～）が繰り広げられ

た。学習内容の３割削減、総合的な学習の時間の導入、完全学校週五日制といった学習内容や

学習時間の縮小施策は、児童生徒の「学力低下」や「ゆるみ」を招きかねないといった危惧や

批判の声が一部のマス・メディアや父兄のあいだで高まり、大教育論争を巻き起こした。そう

した喧騒のなか、文科省は「新学習指導要領」の施行直前になって、「学びのすすめ」（２００２年

１月１７日）を発表した。あたかも「学力低下」論争を沈静化するかのように、“生きる力”を

育成するための「総合的な学習」から「確かな学力」をつけるための基礎・基本を重視する学

習へと大きく軌道修正したのである。近年、論争と報道を通して、世論が当事者の主張に共感

する現象３）が起きているが、今回、文科省に転換の舵を切らせたのも、報道を通じて形成さ

れた世論であった。

　同緊急アピールでは、「確かな学力」向上、５つの方策として以下のような「各学校の取組」

を提示し、項目ごとに細かな説明を付している。

各学校の取組

１．きめ細かな指導で、基礎・基本や自ら学び自ら考える力を身に付ける。

２．発展的な学習で、一人一人の個性等に応じて子どもの力をより伸ばす。

３．学ぶことの楽しさを体験させ、学習意欲を高める。

４．学びの機会を充実し、学ぶ習慣を身に付ける。

５．確かな学力の向上のための特色ある学校づくりを推進する。

　各学校は、学びの機会の充実化、学びの習慣化、確かな学力の向上、特色ある学校づくりな

どの早急な実践を求められているが、その背景には、第一にバブル経済の崩壊後、一流企業の

倒産やリストラなどが急増し、これまで日本社会を支配してきた学歴主義や学力神話が加速度

的に崩壊したこともあって、学習意欲の減退や喪失が常態化し、学習モチベーションの高揚が

難しくなったという事情がある。ベネッセ未来教育センターの調査では、「まったくしない」

が３割超、「２時間以上する」が３割弱と中学生の勉強時間が２極化し、勉強する生徒は学歴

の意味をポジティブにとらえているという４）。日本の場合、大学入試は言うに及ばず、高校入

試から基本的に全て選抜によるランク付けを免れ得ず、そのうえ高校がほとんど完全に格差化

されているため競争圧力が非常に強い。この競争圧力によって学習が推進されるため、競争圧

力が弱まれば学習推進力も弱まるという悪循環が起こる状態にある。第二の要因は、教育パラ

ダイムの大転換によるもので、「学び」５）においては、従来の教師主体の講義型教育に代わっ
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て、学習者主体の参加型学習やプロジェクト型協働学習（コラボレーション）が想定されてお

り、学び方を身に付けることがいっそう重要になってくる。

　２００３年１０月に出された中央教育審議会（以下、中教審）の答申でも、学習指導要領の基準性

（最低基準）、個に応じる指導の一層の充実、総合的な学習の時間の一層の充実、学習指導に必

要な時間の確保など、４項目が指摘されている。国際学習到達度調査（ＰＩＳＡ）や国際教育

到達度評価学会（ＩＥＡ）による国際数学・理科教育動向調査の結果は、生徒たちの学力低

下、学習への興味・関心の低下、学校以外の勉強時間の縮小、教師の指導力不足などの教育課

題を日本に突き付けたといってもよいだろう。学力は必ずしも単純に授業時数に比例するもの

ではないが、学習指導要領の基準見直しによって、現行の完全学校週五日制を維持しつつも、

どうしても必要となってくる授業時数の確保を検討せねばならなくなるだろう。しかし、結局

はいかに学習者を動機づけるか、学びの質をどう高めるかという問題に収束されるだろう。だ

が、この動機づけや質の高い学びがすでに危機に瀕している状態にあることこそ実は問題であ

って、いくつかの要因が俎上に上っているが、この動機の高揚や学びの質のカギを握るキーパ

ーソンとしての教師の「自律性」が問われている。

１．２．世界の教育改革の潮流

　高度な知的能力を獲得して国際的な競争力を強化するという学力向上戦略として、第二次世

界大戦後の教育体系を新たな制度体系へと移行する教育改革を、政治的優先項目とする国々が

急増している。地球規模で所有権の拡張や膨張が進んでいる現代社会では、たとえば、ある企

業の研究所が人の遺伝子を解読すると、発見者たる当該企業に特許権が付与され、その情報を

利用した生産物がもたらす利益もそこに帰属する。また、たとえば、ＰＣソフトのようにいく

らでも複製可能で、多くの客に提供できる商品についても、その権利を独占するのは開発者

で、そこに富が集積されていく。もっと所有形態を分散すべきだという声が多く聞かれるよう

になったが、ますます所有権が膨張する２１世紀にあってその競争に乗り遅れないように必死に

なっているのが現代社会の状況である。

　日本に先んじて１９８０年代から大きな教育改革と取り組み、着実な成果をあげてきた欧米諸国

では、「教職は専門職か」という根源的な問いに端を発し、教師の「専門職性」をどのように

解釈するのか、教育改革以前のそれを「旧専門職性」、教育改革以降の現代化した専門職性を

「新専門職性」と呼ぶなど、その概念認識をめぐり活発な議論が交わされている。そうした状

況の下で、現場の教師らは、アクションリサーチ、カリキュラム開発、同僚や他の教師たちと

の連携の促進、教室内学習や指導の諸過程の研究など、指導内容や指導方法の工夫や改善に努

めているのも事実である。しかし、問題は、教師の専門能力の内実について一般的な合意が得

られていないということである。Ｇ・マックロッホら（２０００）６）は、「現代化した専門職性」

の有効期間は以前の形態の専門職性が一時的であったように短いか、あるいはもっと短命の可

外国語教育研究　第９号（２００５年３月）

５４



能性があることを指摘している。

　こうした流れのなか、これまでの教員養成や教員研修の方法を見直し、変化する時代のニー

ズに即応できるように、教師の専門能力を開発していこうという動きが活発化している。これ

まで教師を育成する基盤は「教員養成（������������	�	
）」であったが、この一般的な概念に

代わって、「養成・採用・研修」のように連続性や継続性を意識した「教師教育（��������

��������	）」という考え方が大勢を占めるようになってきた。教師の専門能力開発プロセスと

は、途切れのない連続的・継続的な成長・発達であるという考え方である。教師志望者の専門

能力開発を支援する場として、大学や大学院の教師養成�（�����������	
������
）機関が果たす役

割は大きいが、教師任用後にも初任教師、中堅教師、ベテラン教師といった変容過程でも成

長・成熟し続けるには、共同の授業研究や教材作成など教師間の連携や教師研修（����������	

��������）の存在が不可欠となる。ちなみに、「教師」と「教員」は類語関係にあるが、久冨

（１９９４）７）では「教師」という語が教育する者としての働きの面に着目しているのに対し、「教

員」という語は社会的、制度的な存在としての学校教師に注目しているという違いがあるとし

ている。経験知的にも、会社員や弁護士といった職種を示す場合には主として「教員」や「教

員免許」など「教員」のほうを用い、近代的専門職の概念内容をそのまま内包している用語と

しては「教師」や「教師としての成長」のように意識的に「教師」のほうを選択しているよう

に思う。

　さて、１９８０年代後半から進展している教育改革の世界的な潮流は、初等・中等教育の質の低

下を阻止しようというだけでなく、児童生徒の知識や能力を増強するには、学習目標を高く掲

げて、その立てられた標準に基づいて学習や教育を評価すべきであるというもので、教師の質

の良し悪しが教育の質の良し悪しに直結するという考え方が社会全体に浸透してきている。総

じて教師や教育の質の向上が急務であるといった意見に共感し、むしろ快哉を叫んでいるよう

に取れなくもないが、ビジョンのない場当たり的な対処療法に振り回されてきた現職教師のな

かには、負担が重くなるだけで、逆風以外のなにものでもないとする意見も聞かれる。

　一方、研究方法の面においても著しい変化が見られる。教師養成の見直しや、教師研修のシ

ステム化や体系化を図るといった政策的あるいは管理的な観点からの教師施策をめぐる研究が

急増し、着々と成果をあげている。また、新たに個々人の教師が一生涯のあいだにどのように

成長や発達を遂げていくのか、時系列的な追跡研究が加わったが、１９９０年代以降のこうした教

師のライフヒストリー研究に対し大きな期待が寄せられている。こうした国内外にてなされた

質と量の両面からの研究は、自国の教育改革に限定することなく、各国の教育改革を牽引して

いく可能性が高い。

１．３．日本における教師の専門能力開発の動き

　学力低下問題が教師の資質向上への大きな圧力になっていることは先述したとおりである
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が、教師の質が問われるようになったもう一つの事情に、日本の公立小・中学校教員の年齢構

成の歪みがある。教師の高齢化が進み、大量退職、大量採用の時代を迎えているのだ。団塊世

代の大量退職が数年後に始まり、最も多い４０代後半の年齢層が退職するまで、２００７年度から１０

年以上にわたって人件費負担が急増する見込みである。教師をめざす世代の少子化が影を落と

している現実が他方にあり、定年退職教師の非常勤再任用が増える可能性がある８）。再任用

は、希望する定年退職者に対し、６５歳までの間、非常勤職員などとして就労の場を与えるとい

う制度であるが、年金支給年齢の引き上げにともない各自治体が導入している。兵庫県教育委

員会（以下、県教委）もこうした方針を固めた都道府県教委の１つで、「教育の質を維持し、

予想される教員の年齢構成のひずみを修正する」�のが狙いで、今後、実施時期や規模などの検

討を進めると説明している９）。

　また、三位一体改革で浮上した義務教育費の国庫負担金の在り方の問題も、教師の質が問わ

れるもう一つの要因である。これまでも教師の資質向上は繰り返し語られてきており、待遇の

向上が質を高めるとして、石油ショック翌年の１９７４年に人材確保法（人確法）を成立させ、

小・中学校教員の給与を一般公務員より高水準にするように義務付けている。２００５年度の税源

移譲はあくまで暫定措置で、恒久的な制度化については秋の中教審の結論が待たれるが、国の

負担減が自治体の負担増を生み、教員給与の水準が落とされることになれば、優秀な人材の確

保が難しくなる懸念がある。

　指導力不足と認定された教員に確固たる姿勢で臨む一方で、「エキスパート教師」、「授業の

鉄人」、「マイスター」など優秀教師の認証制度や給与面での優遇化、ＦＡ制度の導入など、現

職教師の資質向上に向けて施策を推進する自治体が急増している。大阪府教委が他県の現職を

「引き抜き」する打開策に踏み切ったことに対しては、近隣自治体からクレームが寄せられた

が、東京都教委による学生の「青田買い」のための「新人養成塾」の創設、奈良県による県立

高校教育課程への教師志望者コース新設など、教師を独自に選び、育てるといった新たな動き

が全国的に広がり始めている。中教審では、教員免許更新制の導入や、教員の専門職大学など

の在り方の検討が始まった。論議の的となっている教員免許更新制についていえば、先進国で

採用しているのは米国であるが、教員の社会的地位が高くなく給与面でも冷遇されてきたこと

や離職率が高いことを是正する狙いが背景にあったと見られ、１９９５年から実施されている優秀

教員認定制度との相乗効果も出ているという１０）。２００５年初頭から、地方のメンバーを協議の場

に加えながら義務教育全体の在り方について協議していくことになっているが、付け焼刃的な

対処療法にとどまらず、政策的・管理的な観点から将来を見据えた総合的、抜本的な改革がで

きなければ、資質能力の高い教師を育成、確保するために新しいシステムづくりをするという

趣旨を生かし切ることは難しいだろう。

　以上、日本の義務教育における教育改革と教師の資質向上をめぐる動きについて考察してき

た。教師の専門能力開発を考えるとき、依然として侃々諤々の論議が交わされている小学校英
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語の導入であるが、必修化されるとしたらいったい誰が何をどのように教えるのかという、教

師の専門能力の育成・確保の問題が解決されなければならない。次章では、小学校英語の導入

について、言語政策と教師の専門能力開発の観点から考察する。

２．小学校英語と教師の専門能力開発

２．１．小学校英語

　２００３年度から日本の小学校でも、英会話の導入が始まった。また、中学校では、英語が選択

必修科目から必修科目に変わった。ただし、小学校の英語教育事始めといっても、正確には国

際理解教育の一環として４年生の「総合的な学習の時間」に外国語会話として導入することが

できるにすぎないし、また、日本の英語教育史を紐解くと、明治時代の一時期に高等小学校

（１０～１４歳、現在の小５～中２に相当）に英語科が取り入れられていたことがわかる１１）。誰が

何をどのように教えるのかを十分に論議せずに、見切り発車したこともあって、小学校の現場

に混乱を招いてしまった感は拭えない。実態調査では、全国では７８％が英語会話を導入してい

るが、月平均１回程度の授業がなされたというのが実態らしい。

　子ども英会話教室の講師として保護者と歓談や面談をする機会が多いというオーストラリア

人留学生の話では、英語ができないと、出世や国際競争から取り残される――そんな危機感か

らか、小学校低学年からシンガポールなどに語学留学し、卒業後も日本に帰国せぬまま海外の

学校に進学するケースが急増しているという。海外頭脳流出の低年齢化現象に悲憤慷慨してい

たが、早期英語教育の過熱ぶりに警鐘を鳴らす一例ともいえる。小学校英語の必修化や教科化

については、中教審の専門部会が２００４年度中に結論を出すことになっている。推進派は臨界期

または音声的敏感期仮説１１）、社会心理的影響（英語にものおじしない態度、言葉や文化に対す

る興味や関心、人種・文化の多様性や他人の受容）、自己アイデンティティに対する気づきを

育てるといった効用を挙げて、賛成論を展開している。これに対して慎重派は、小学校はコミ

ュニケーションの基本を学ぶ時期であって、母語教育、他教科、「心」の教育こそ優先すべき

である、体系的な外国語教育の見通しがない、ＥＳＬと違ってＥＦＬ環境では英語接触時間が

不十分である、適任教師の確保が難しいといった理由を示して、早期英語教育の導入に強く反

対する姿勢をみせている。これまでの年少者の外国語教育、早期外国語教育の実践や研究の大

半は、第二言語習得環境にある児童生徒を対象になされたものであって、ＥＳＬとＥＦＬを混

同すべきではない。外国語教育環境の視点から見直すならば、第二言語習得環境下のような結

果は得られない。中学校から始めれば十分であって、むしろ問うべきは中学英語の在り方、高

校英語、大学英語の在り方であり、ひいては英語教師の専門能力開発の問題ではないかという

意見である。

　近年、グローバリズムの視点から英語教育を、多言語・多文化社会の視点から英語以外の外
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国語教育を、小学校から導入する国々が急増している。しかも、最近では、低学年化する傾向

が強まっている。そういった意味では、日本の小学校英語は「遅ればせながらのスタート」と

いうことになるのかもしれないが、日本全国、高等教育に至るまですべてが母語の日本語で事

足り、海外の情報収集も広く翻訳が普及しているという日本が置かれた事情を考えると、海外

の大半の国々とは事情が大きく異なっている。究極的には小学校の限られた授業時数をどのよ

うに有効に使うかという優先順序の問題に収束されるであろう。前任校では英語主専攻の学生

たちの多くが日本語教員養成コースを履修し、３年次にオーストラリア人高校生を対象に２週

間の日本語教育実習を行い、４年次に中・高校で日本人高校生を対象に英語教育実習をした

が、卒業後、小学校の英語教育や外国人子弟の日本語教育に携わっている卒業生が少なくな

い。日本語教員養成コースは日本語教師養成の主目的だけでなく、結果的には英語をはじめ外

国語教師になるために必要な専門能力を開発する役割を果たしていたことを再認識し、再評価

させられている。

　小学生にとって外国語学習から得られる知的刺激や言語や文化の多様性の理解や受容の育成

効果は多大であろうが、言語政策の視点から世界を一覧すると、国内事情により、あるいは対

外経済政策のうえで多言語・多文化政策を取らざるを得ない国が多いことも事実である。前者

の場合は、リテラシー教育や移民の母語の継承教育という大きな役割を兼ねている面もある。

次節では、オーストラリアの言語政策を概観し、このあたりの事情を見ていきたい。

２．２．オーストラリアの言語政策からの示唆

　オーストラリアは年少者の外国語教育、早期外国語教育の先進国の筆頭にあげることができ

る。国際交流基金による第７回「海外日本語教育機関調査」１２）の報告では、２００３年現在、海外

の１２７カ国、１２，２２２機関において、日本語教師３３，１２４人による指導下で、２，３５６，７４５人が日本語

を学んでおり、第１位の韓国と第２位の中国に続いて第３位には約３８万人（前回調査は約３０万

人、第２位）のオーストラリアが続く。韓国やオーストラリアでは初等・中等教育機関の学習

者が大半を占めている。１９０１年の連邦政府成立以来、白豪主義政策を貫いてきたが１３）、社会増

つまり移民の受入れを決めたオーストラリアは、１９７８年に「移民受入れ９原則」を制定し、他

文化を受容する「多文化主義」を国是とする国家建設を視座に据えて政策を大きく転換した。

１９８７年に連邦議会が「言語に関する国家政策（��������	
����	��
��	
���
������）」（����������

����）に承認を与え、初等・中等教育課程の外国語教育プログラム、ＬＯＴＥ（����������

���������	�
	��
��　英語以外の言語）が導入されることとなった。これは異文化間の相互理

解の一つのカギは言語であり、事実上の国語としての英語教育を国民に徹底する一方で、国民

の多くが英語以外の外国語およびそれらの文化に親しむことによって、国内の融和が図れ、か

つ国際化する経済社会でのメリットも享受できるという考えから創設されたものである。ＬＯ

ＴＥは主要学習領域（���������	�
�����：以下ＫＬＡ）としているが、それは「第二言語の学習
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がもつダイナミックさと多面性を考慮すると同時に、文化的に多様な現代オーストラリアなら

びに地球上のあらゆる文化に暮らす人々を理解することの重要性を認識させるためである

（����������	
��

�	����������	�
�����：以下ＱＳＣＣ�２００１）１４）。初等・中等外国語教育に必要な組

織の枠組みとカリキュラム作成のために「オーストラリアの言語レベルに関するガイドライン

（���������	
��	����

�
�
�
����
��	
�：以下ＡＬＬガイドライン）が策定され１５）、続いて、１９９５年

に日本語・中国語・インドネシア語・韓国語の４種類のアジア言語とその文化・社会の学習を

奨励するプログラム、ＮＡＬＳＡＳ（���������	
��������
���
�������
���
���������	
�	����
��
�（「学

校教育におけるアジア言語・文化・社会の優先学習」）が開始された１６）。しかし、翌３月に当

該計画の立案者である労働党から連立（自由党・国民党）に政権が移行した。人種差別政策を

掲げる��������	�党が台頭し、「外国語教育より国語教育」という風潮を煽ったことや、１９９７

年９月に「全国の小３および小５年生の約３分の１は、識字力が不十分である」という調査結

果が公表されたことで、ＮＡＬＳＡＳ計画の評価調査が実施されることとなった。その結果次第

では見直しや廃止となる可能性も否定できない事態に直面したが、しかし、「予測したほどの

進捗状況ではないものの、初等教育課程の学習者が漸増しており、継続する必要がある」とい

う結論が出され、さらに、翌１９９８年の総選挙の結果、��������	�党が大敗し、連立政権が続投

したため、引き続き２００２年までは日本語の優先学習言語としての地位が保持された。国民の４

人に１人が移民（１９９６年現在）で、１００種以上のコミュニティー言語があり、７人に１人がそ

のどれかを日常生活で使っている（１９９８年現在）多文化社会国家である１７）。１９９５年以降、連邦

政府による外国語教育プログラムは、①コミュニティー言語の保持・継承、②優先学習外国語

の指定、③学校教育におけるアジア言語および文化・社会の優先学習といった、相互に影響し

合う３本柱から成る。既述のようにオーストラリアでの日本語学習者３８万人の大半は初等・中

等教育機関の学習者であるが、連邦レベルにせよ、州レベルにせよ、語学教育カリキュラムで

は、アジアの各言語、とりわけ日本語を学ぶメリットが強調されていたが、上述のように２００２

年で当初の計画どおり打ち切られている。

　オーストラリアでは、初等・中等教育の日本語教師になろうとする志望者は、大学の教員養

成課程を修了するか、または一般学士課程修了後に教職課程（１～２年）を経て教員免許状

（�������）を取得し、次いで、各州や準州の採用試験を受けるのが一般的なステップである。

教員資格や採用条件は各州や各準州によって異なるが、教員資格は、大学の教員養成課程の修

了者を対象に認定するのが一般的である。教員養成課程の内容は、（１）専門教育：カリキュ

ラム構成・実施・評価など、（２）子どもの社会・心理的育成、特別な子どもの教育、アボリ

ジニおよびトレス海峡諸島民の教育、（３）教育実習：最短期間でも、毎日６週間にわたって、

実習校の指導の下に実習する、などから構成されている。

　日本の場合と違い、第２ステップとして教師室で１年以上の教授経験を積まなければならな

い。そのうえで、州や準州の教師免許認定基準を満たしてようやく正式の教師認定が授与され
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る。連邦政府には教育内容を決める権限が付与されていないため、教育管理を担っている州や

準州あるいは大学によって教師養成課程の履修内容が異なり、教師免許認定基準も州や準州ご

とに異なりがある。また、単に取得単位をもとに免許認定し、各終了時点に教師志願者が実際

にどのような能力、知識、スキルをもっているかについては十分に把握されておらず、あまり

問題にもされていないようである。また、公立校教師の場合は、各州教育省・教師会による研

修会・大学委嘱コース受講奨励・通信教育受講奨励・基金研修会（国内外）への参加・姉妹都

市への派遣などの現職教師研修が、私立校教師公立校教師の場合は私立学校協会・教師会等に

よる研修会・基金研修会（国内外）への参加などの現職教師研修が提供されている。

　以上、多言語・多文化社会国家として豊熟することをめざすオーストラリアの言語政策で

は、国内事情から移民の英語教育と母語継承教育、国内宥和政策としての外国語教育を兼ねる

とともに、対外経済政策として日本語を含むアジア言語教育を初等教育に導入した経緯を概観

した。簡単に教師教育にも触れたが、オーストラリアはその広大な国土に散らばっている教師

や教育機関を支援するため、元々、他国に比して遠隔教育の実績を積んでいたこともあって、

ＩＴを活用した教材配布や教師教育などのシステム化による成果が大きい。外国語教育の現時

点の重点事項としては、���������	
��のカリキュラムに沿って、目標文化の特徴にとどまら

ずその経緯や背景を理解し、目標言語を使用して相互交流ができることを目標に据え、必ずし

も目標言語母語話者並みになることではないとしている。

３．終わりに

　第１章では主として小・中学校教育における教育論争に沿ってその経緯や背景について概観

し、教師の専門能力開発に向けての最近の動きについて考察した。続いて、第２章では、小学

校課程における英語の必修化または教科化について議論するとともに、年少者の外国語教育の

面で実績を積んでいるオーストラリアの言語政策の経緯や背景、教師教育について外観した。

　外国語教育が教師の専門能力開発の推進に際しては、期待される教師像とは何か、教師養成

課程の修了条件とは何か、教師資格認定とその評価のための職務遂行能力はどのように測定す

るのか、どのような教師研修が必要かといった議論が必須であることは言を待たない。米国、

台湾、中国、韓国、オーストラリア、インドネシア、マレーシアなどの事情について近日、調

査を実施する予定である。

＊本研究は、平成１６年度関西大学学術研究助成金において、研究課題「外国語教師の専門能力

開発の研究」（研究代表者　望月通子）として研究費を受けたものの成果として公表するも

のである。ここに記して謝意を表したい。�
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１）２００３年、４０カ国・地域１５歳児を対象に実施。日本の高校１年生は実施４分野のうち読解力が前回（００

年調査）８位から１４位に、数学的応用力も１位から６位に低下。読解力の得点は参加国中で前回比低下

幅が最大。科学的応用力は前回同様２位。今回初調査の問題解決能力は４位。文科省は「日本の学力は

国際的に上位だが、最上位とは言えない」と世界トップレベルからの脱落を認めた。

２）第１次学力論争（１９４８年～）：前年１９４７年に「教育基本法」「学校教育法」公布、日本最初の「学習指

導要領」試案発表。戦後の「経験主義的な新教育」批判と学力低下が議論の争点。第２次学力論争

（１９６１年～）：科学技術万能主義。岩戸景気終焉～景気の谷間現象出現期。「学力とは狭義で計測可能な

能力」の是非をめぐる学力論争。尾木直樹（２００２）『「学力低下」をどうみるか』ＮＨＫブックス９５５

３）日垣隆（２００３）「新しい世論の形成」『日本につける薬』２００４　実業之日本社６４－６�

４）２００３年１１～１２月に首都圏中学１～３年生１５６１人を対象に実施。１時間未満５１．７％、１時間以上のいわ

ゆる勉強する生徒４８．４％。日本教育新聞２００５年１月７日

５）佐伯胖（１９９５）『「学ぶ」ということの意味』岩波書店、佐藤学（１９９５）『学びその死と再生』　太郎次

郎社�

６）Ｇ・マックロッホ、Ｇ・ヘルスビー、Ｐ・ナイト（２００３）『国民のための教育改革とは―英国の「カ

リキュラム改革と教師の対応」に学ぶ』後洋一訳�学文社��������	
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７）久冨善之（１９９４）『日本の教員文化』多賀出版�����

８）東京大学教育研究創発機構のプロジェクトチーム（代表者：苅谷剛彦）の調査では２００７年度から１０年

以上財政負担が重い時代が続く。読売新聞２００５年１月４日

９）神戸新聞２００５年１月１日　引用元配信記事：

　������������	
��
���	�����	
�
�����	������������	
��
��
���

１０）千々布敏弥「米国の事例」日本教育新聞　２００５年１月７日

１１）１８７２（明治５）年学制領布、１８８４�（明治１７）年、小学校教科として初めて英語初歩の教授、１８８５年

（明治１８年）に森有礼が文部大臣就任、翌年１８８６�（明治１９）年小学校令の中で高等小学校に英語科が取り

入れられる。

１２）脳の言語中枢（ブローカ野）の発達と年齢を考慮した場合、思春期（��������	
�）以前（１０歳ぐらい

まで）の年齢の児童は、それ以降に言語に接した学習者と比べて、音声習得において著しい違いを示す

ので、脳の発達の観点から子どもの言語習得の感受性期つまり「臨界期」（���������	
）を意識したほ

うがよいという仮説。日本語母語話者の英語発音特徴：舌歯音と歯茎音、歯茎音と硬口蓋歯茎音、有声

両唇音と有声唇歯音と無声唇歯音と無声声門音の混乱。英語の子音連結（語彙の約９０％）の開母音化。

中央母音５種と前母音１種、計６種音素の／あ／での代用など。

１３）�������������	�
�����������
�����������������	
��
　国際交流基金　「海外における日本語教育」速報を

参照。

１４）１７８８年、イギリスによる入植開始。１８７０年代後半からゴールドラッシュによるアジア系移民が急増。

１９０１年、オーストラリア連邦が成立し、移民制限法が立法化され、爾来、白豪主義政策として７０有余年

続いた。この間、１９１７年にシドニー大学で、翌１９１８年に中等教育２校で��������	
��
が国防上の理由

から日本語教育開始。１９７７年に中等教育教材���������	
	����発行。ただし、日本語教育事始めは１９０６

年頃������������	
����
���
�������
�
の高須賀穣（津嶋拓２００４：３５）。
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１５）クイーンズランド学校カリキュラム委員会

１６）１９８５初版、１９８８改訂版（�������他　１９８８）

１７）１９８８年アジア教育審議会が�����������	�
����
���
�����	���
����������������	�
�����を発表。１９９１年

��������	�
����
�������������������	�����������������	
����
����	�
��発 表。１９９４年����������	
�	�������

���������	�
��
�
���
�������発表

１８）浅岡高子（２００１）１７３�

����

浅岡高子（２００１）「ＯＰＡＬ：��������―オーストラリアの遠隔教育による教師再教育のための日本語コース

について―」『世界の日本語教育　日本語教育事情報告編』第６号　国際交流基金　日本語国際センタ

ー　１７３－１９３�

���������	
�����
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�
�	���
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����	��
��	
�

����������

�����������	�
���
�「オーストラリアにおける日本語教育：現在の取り組み」『世界の日本語教育　日本語

教育事情報告編』第７号　国際交流基金　日本語国際センター　８３－１０５�

江利川春雄（１９９６）「小学校における英語科教育の歴史（５）－全体像の把握をめざして―」『日本英語教

育史研究』第１１号　日本英語教育史学会　１３１－１７７�

エルベン・トニー他（１９９５）「オーストラリアにおける日本語教育と部分的イマージョンによる教師養成」

『世界の日本語教育　日本語教育事情報告編』第２号　国際交流基金　日本語国際センター　１７９－１９４�

芳賀浩（１９９５）「オーストラリアの中等教育レベルにおける日本語教育のカリキュラム・ガイドライン」

『世界の日本語教育　日本語教育事情報告編』第３号　国際交流基金　日本語国際センター　１０１－１１７�

濱嶋聡（２００４）「第９章オーストラリア」『世界の外国語教育政策　日本の外国語教育の再構築にむけて』

東信堂　４４７－６６�

樋口忠彦（２００４）「小学校英語教育はいま―英語活動の現状と課題」『英語教育』１０月号　大修館�

樋口忠彦他（１９９７）『小学校からの外国語教育』研究社�

石附実・笹森健編（２００１）『オーストラリア・ニュージーランドの教育』東信堂�

ジョセフ・ロ・ビアンコ（１９９５）「オーストラリアの言語・多文化政策の幅広いコンテクストの中の日本

語」『世界の日本語教育　日本語教育事情報告編』第３号　国際交流基金　日本語国際センター　８７－

９９�

��������	
�・嘉数勝美（２００１）「オーストラリアにおける言語政策とその展望―外国語教育政策と日本語

教育―」『世界の日本語教育　日本語教育事情報告編』第６号　国際交流基金　日本語国際センター　

１１５－１３０�

川上郁雄（１９９５）「オーストラリアの初等・中等教育における日本語教育―クイーンズランド州における

経験から―」『世界の日本語教育　日本語教育事情報告編』第２号　国際交流基金　日本語国際センタ

ー１９５－２１１�
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マリオット・Ｅ・ヘレン他（１９９５）「オーストラリアの日本語教育の発展」『世界の日本語教育　日本語教

育事情報告編』第２号　国際交流基金　日本語国際センター１５１－１６４�国際交流基金「海外における日本

語 教 育」�������������	�
�����������
�����������������	
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外国語教育研究　第９号（２００５年３月）
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野村進（２００１）『脳を知りたい！』　新潮社�

尾木直樹（２００２）『「学力低下」をどうみるか』ＮＨＫブックス

大阪府教育センター（２００４）『平成１５年度小学校における英語活動実施状況調査報告書』

大津由紀夫、鳥飼玖美子（２００２）『小学校での英語教育は必要か』慶應義塾大学出版会�

�����������	�
����
�「ヴィクトリア州におけるＬＯＴＥプログラム―日本語教育の現状と教員養成・現職研

修―」『世界の日本語教育　日本語教育事情報告編』第５号　国際交流基金　日本語国際センター　３９

－５２�

嶋津拓（２００４）『オーストラリアの日本語教育と日本の対オーストラリア日本語普及』ひつじ書房

竹田いさみ（２０００）『オーストラリアの歴史　多文化ミドルパワーの実験』中公新書�

江利川春雄（１９９６）「小学校における英語科教育の歴史（５）－全体像の把握をめざしてー」『日本英語教

育史研究』第１１号　日本英語教育史学会　�������．

豊田美由紀・宇田川洋子（２００３）オーストラリアにおける日本語教育活動の概況―現職者研修活動を中心

にして―」　『海外における日本語教育活動の概況』国際交流基金　日本語国際センター　７２－７７�

當作靖彦（２００３）『日本語教師の専門能力開発』日本語教育学会�

��������	
��・嘉数勝美（２００１）「オーストラリアにおける言語政策とその展望―外国語教育政策と日本語

教育―」『世界の日本語教育　日本語教育事情報告編』第６号　国際交流基金　日本語国際センター　

１１５－１３０�

山田雄一郎（２００３）『言語政策としての英語教育』渓水社�

吉田研作（２００４）「ＦＬＥＳ導入と日本の英語教育への影響」加藤学園国際シンポジウム資料　２００４年１２月�

教師の専門能力開発をめぐる研究（望月）
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